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会  議  次  第 
 

 

１ 開  会 

 

 

２ 議  事 

 ⑴ 報告事項 

① 平成３１年宇都宮市成人式について            【資料１】 

＜参考＞成年年齢引き下げを見据えた環境整備に関する 

関係府省庁連絡会議について（法務省） 【参考１－１～４】 

 

② 第４９回関東甲信越静社会教育研究大会長野大会の参加報告について 

【資料２】 

 

③ 「子どもの手本となる５０の言葉」について        【資料３】 

 

 

 ⑵ 協議事項 

① 平成３１年度社会教育関係団体に対する補助について    【資料４】 

 

 

３ そ の 他         
    

 
４ 閉  会 



任期　平成２９年７月1日～平成３１年６月３０日

№ 氏　　　名 区　　　分 備　　　考

1 大 川 直 邦 学校教育関係者
栃木県高等学校長会宇都宮支部（宇都宮南高
等学校長）

2 野 宮 隆 学校教育関係者 宇都宮市中学校長会（鬼怒中学校長）

3 鈴 木 惠 治 学校教育関係者 宇都宮市小学校長会（清原北小学校長）

4 今 井 政 範 学校教育関係者
宇都宮地区幼稚園連合会会長（認定こども園さく
らが丘理事長）

5 金 克 彦 社会教育関係者 公益社団法人宇都宮青年会議所　直前理事長

6 櫛 渕 澄 江 社会教育関係者 宇都宮市地域婦人会連絡協議会会長

7 三 村 松 司 社会教育関係者 宇都宮市体育協会副会長

8 松 本 弘 元 社会教育関係者 宇都宮市文化協会常任理事

9 山 口 康 夫 社会教育関係者 宇都宮市子ども会連合会会長

10 福 田 治 久 社会教育関係者 宇都宮市ＰＴＡ連合会会長

11 髙 橋 勉 社会教育関係者 宇都宮市地域まちづくり推進協議会副会長

12 関 口 浩 社会教育関係者 宇都宮市青少年指導員会会長

13 加 藤 史 子 社会教育関係者
一条中学校魅力ある学校づくり地域協議会地域
コーディネーター

14 小 池 操 子 家庭教育関係者 宇都宮市親学習プログラム指導者

◎ 15 河 田 隆 学 識 経 験 者 宇都宮共和大学教授

16 佐 々 木 一 隆 学 識 経 験 者 宇都宮大学教授

17 若 園 雄 志 郎 学 識 経 験 者 宇都宮大学准教授

18 増 渕 幸 男 学 識 経 験 者 上智大学名誉教授

○ 19 工 藤 稔 行 学 識 経 験 者 市議会議員

20 金 子 武 蔵 学 識 経 験 者 市議会議員

◎ 委員長
○ 副委員長

宇都宮市社会教育委員名簿
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平成３１年宇都宮市成人式について 

 

１ 目的 

  宇都宮市成人式は，２０歳を迎えた新成人の門出を全市をあげて祝い励ますとともに，

参加した新成人の「地域社会の一員としての自覚」や「地域に育てられたことへの感謝の

気持ち」を育むことを目的として実施している。平成３１年宇都宮市成人式についても，

成人教育の第一歩として教育的意義を持った事業となるよう取り組んでいく。 

 

２ 主催・実施機関 

  主催   宇都宮市・宇都宮市教育委員会 

  実施機関 宇都宮市成人式各中学校区会場実施委員会 

 

３ 平成３１年成人式の実施概要 

（１） 日時 

    平成３１年１月１３日（日） 

① 午前開催 

受付     午前 ９時３０分～午前１０時００分 

成人式典   午前１０時００分～午前１０時２０分 

地域交流事業 午前１０時２０分～正午 

② 午後開催 

受付     午後 １時３０分～午後 ２時００分 

成人式典   午後 ２時００分～午後 ２時２０分 

地域交流事業 午後 ２時２０分～午後 ４時００分 

 

（２） 成人式の内容等 

① 成人式典 

 ・目的 

   ２０歳を迎えた新成人の門出を，全市をあげて祝い，励ますもの 

 ・内容 

      開式，国歌斉唱，宇都宮の歌斉唱，激励のことば（市長又は市長ビデオメッセ

ージ），お祝いのことば（市議会議長又は議長代理），来賓紹介，誓いのことば

（新成人代表），閉式 

   ② 地域交流事業 

    ・目的 

      新成人の「地域社会の一員としての自覚」を促すとともに「地域に育てられた

ことへの感謝の気持ち」を育むもの 

    ・内容 

懇談会，地域の特性を活かした事業，地域の方への謝辞等 

 

（３） 会場 

     ２５中学校区ごとの会場（ホテル・結婚式場 ９施設２５会場） 

     別紙参照  

資料１ 
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（４） 該当者 

平成１０年４月２日から平成１１年４月１日の間に生まれた，本市住民基本台

帳に登載されている者 

※ ただし，本市出身者で市外に転出した等，本市の成人式への出席を希望する

者も対象とする。 

 

（５） 出席者推計   

   ・ 該当者（当時の中学校卒業生数） 

 ４，９０９人 

   ・ 出席者（該当者×過去の出席率） 

４，０９８人 

 

（６） 来賓 

・ 市長招待者 

   国会議員，県議会議員，市議会議員，市社会教育委員，市生涯学習センター 

運営審議会委員 

・ 実施委員長招待者 

    各実施委員会で決定 

 

（７） 運営体制 

・ 実施委員会 

中学校区ごとに実施委員会を組織し，成人式の企画運営を行う。 

実施委員の構成は，当該中学校区内の新成人及び社会教育関係団体構成員等

による（２０名程度） 

   ・ 事務局 

      各生涯学習センターが事務局を担う。 

４ その他 

 ・ 社会教育委員の皆様には，例年通り市長招待者として成人式にご出席をお願いした

いと考えております。 

  ・ なお，ご出席いただく会場につきましては，招待状（１２月上旬頃発送）に同封の 

   出欠はがきにより，ご希望の会場をお知らせいただく予定となっております。 

 

 



午前開催 午後開催

一条中学校区 140 111 護国会館

陽北中学校区
　栃木県立のざわ特別支援学校
　栃木県立わかくさ特別支援学校

210 183 ホテル東日本宇都宮

旭中学校区 182 148 護国会館

陽南中学校区 291 244 宇都宮東武ホテルグランデ

陽西中学校区
　作新学院中等部
  宇都宮短期大学附属中学校
　文星芸術大学附属中学校
　栃木県立盲学校
　栃木県立聾学校
　宇都宮大学教育学部附属特別支援学校

449 346 宇都宮グランドホテル

星が丘中学校区 264 218 宇都宮東武ホテルグランデ

陽東中学校区
　宇都宮東高等学校附属中学校

371 320 ホテルニューイタヤ

泉が丘中学校区 220 175 ホテルニューイタヤ

宮の原中学校区 224 186 宇都宮グランドホテル

清原中学校区
　宇都宮海星女子学院中学校

262 205 ホテルマイステイズ宇都宮

横川中学校区 151 126 ヴィラドゥインターパーク

瑞穂野中学校区 89 74 宇都宮グランドホテル

豊郷中学校区 211 181 ホテル東日本宇都宮

国本中学校区 114 97 ホテル東日本宇都宮

城山中学校区 111 90 コンセーレ

晃陽中学校区
　栃木県立富屋特別支援学校

62 92 ホテル丸治

姿川中学校区 223 180 コンセーレ

雀宮中学校区 207 182 ホテルニューイタヤ

鬼怒中学校区 257 218 ホテルマイステイズ宇都宮

宝木中学校区
　宇都宮大学教育学部附属中学校

274 226 宇都宮東武ホテルグランデ

若松原中学校区 226 182 宇都宮東武ホテルグランデ

上河内中学校区 82 71 ホテルマイステイズ宇都宮

古里中学校区 115 94 ホテル東日本宇都宮

田原中学校区 93 80 ホテル東日本宇都宮

河内中学校区
　栃木県立岡本特別支援学校

81 69 ホテル東日本宇都宮

開催日

開催時間 午前開催 午後開催

受付 午前９時３０分～１０時 午後１時３０分～２時

式典等 午前１０時～正午 午後２時～４時

該当者数
推定
出席者
数

平成３１年宇都宮市成人式　会場

中学校区など
成人式会場

平成３１年１月１３日（日曜日）

資料１別紙



成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議

• 今後の民法の成年年齢引下げを見据え，そのための環境整備に関し，関係行政機関相互の密接な連携・
協力を確保し，総合的かつ効果的な取組を推進するため，成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する
関係府省庁連絡会議（以下「連絡会議」という。）を開催する。

• 成年年齢引下げを見据え，対応が必要とされる個別の施策について，目標に向けた進捗状況の管理をする。

• 進捗状況を踏まえ，特に，省庁横断で検討が必要な個別の論点については，重点的に検討する。

議 長：法務大臣
副議長：内閣官房副長官補
構成員：関係府省庁の局長級

成年年齢引下げを見据え，環境整備が必要な
個別施策の報告，所要の措置・進捗管理を行う

成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議

若年者の消費者教育・消費者保護について

【主な論点】
• 学習指導要領の徹底
• 消費者教育教材の開発，手法の高度化
• 実務経験者の学校教育現場での活用
• 教員の養成・研修
• 大学等における消費者教育の推進
• 若年者の消費者被害の状況等の把握，これを踏まえた対応

報
告

成人式の時期や在り方等について
【主な論点】
• 成人式の時期や在り方等について関係者との意見交換を実施
• 関係者の意見や各自治体の検討状況を取りまとめ,それらの情報を発信

改正民法の周知活動について
【主な論点】
• 適切な周知方法の検討
• 若年者との意見交換の実施
• 国民への浸透度の調査，調査結果の分析，活用

与信審査について

【主な論点】
• 若年者に対する返済能力，支払可能見込額の調査を
一層適切に行う取組を推進

若年者自立支援について

等

【構成】 【趣旨】

テーマの例

進
捗
管
理

仮に法案が成立した場合

等

等

等

等

資料２

【主な論点】
• 困難を有する子供・若者への支援
• 自立支援の充実
• 学生アルバイトの労働条件確保対策，労働法に関する教育，周知啓発

• キャリア形成支援

Administrator
スタンプ



成年年齢の引下げに伴う成人式の時期や在り方等について

（主な論点）

● 現状

・成人式の実施については、法律による規定はなく、各市町村が主体となって

検討を行い、「成人の日」の行事であるという趣旨を踏まえ、成人となったこと

を祝い励ます行事として、地域の実情に応じて企画・実施している。

・実施状況の調査はないが、自治体の公表資料を集約したところ、「成人の日」

又はその前に２０歳を対象として実施されているところが多い。【参考】

● 主な論点

・ 「国民の祝日に関する法律」における「成人の日」について、過去の制定経

緯等を踏まえどう考えるか。

・ 成人式の対象年齢をどのように考えるか。

・ 成人式の企画・実施については、関係者が多岐にわたるが、どのように調

整するか。

資料１２

Administrator
スタンプ



【参考】

１ 成人式の開催状況（主に２９年の状況について、公表している自治体の資料から集約）

開催日 実施地域数 割合 備考

１月（成人の日） ２０７ １４．１％

１月（その他） １，０４０ ７０．７％
「成人の日」の前日の日曜日の他、１月１日～５日の

実施もある。

８月 １８９ １２．８％ ８月１４日～１６日に実施が多数。

その他 ３５ ２．４％ 例）４月１日、５月３日・４日、３月１９日等。

計 １，４７１

２ 成人式の対象年齢（主に２９年の状況について、公表している自治体の資料から集約）

対象年齢 実施地域数 割合

実施する年度に２０歳になる ８４７ ９８．６％

実施する年の前年度に２０歳になる（全員２０歳以上） １２ １．４％

３ 成人式の主催者について

主催 実施地域数 割合 備考

市町村教育委員会単独 ２４８ ２５．６％

首長部局単独 ７６ ７．８％

教育委員会と首長部局の共催 １０９ １１．２％

行政＋新成人 ２６３ ２７．１％

新成人 １８２ １８．８％ 公募、中学校からの推薦など

その他（実行委員会等） ９１ ９．４％
例）各ブロックの公民館・成人者と次

年度成人者・成人者と高校生会など

※ 実施状況を公表していない都道府県も 7県あった。自治体によっては公民館ブロック単位や合併前の市
町単位で実施している例もあった。

（備考）「成人の日」の行事については、昭和２４年、当時の文部省から次の内容の事務次官通知を発出して

いる。

  一 該当者の年令については、民法並びに選挙法によれば満二〇歳、児童福祉法並びに労働基準法によ

れば満一八歳となっているが、地方の慣習を尊重して成人として自覚を持ちうる適当な年令層を対象

として行事を計画すること。



成年年齢引下げに関連する国会における主な質疑（要約）

事項 質問内容 答弁内容

成年年齢の意義
成年と未成年を民法によって区別をしている
根本的な意義や理由は何か。

民法上，成年年齢は，法律行為を単独ですることができる者の範囲や親権者の親権に服さなくなる者の範囲を定めるものであり，判断能力等が未熟であるために一定の保護が図られている未成年者と，経済取引等の場面でも
一人前の大人として取り扱われる成年者とを区別し，民法上の取扱いを変えることとしている。（５月２５日衆・法務委，法務省政府参考人）

成年年齢を引き下
げる理由

民法の成年年齢を２０歳から１８歳に引き下
げることとした理由は何か。

若年者の積極的な社会参加を促すという観点から，１８歳，１９歳の者に，国民投票法の投票権及び公職選挙法の選挙権が既に与えられている。このような国政上の判断がされ，それが我が国の社会に定着してきたことを踏ま
えると，法制度としての一貫性や簡明性といった観点からは，市民生活の基本法である民法においても，１８歳，１９歳の者を経済取引の面で一人前の大人として扱うことが適当であると考えられる。
また，世界的にも成年年齢を１８歳と定めるのが一般的となっている。
さらに，学習指導要領の改訂により，高等学校までの教育課程において，消費者教育，法教育及び金融経済教育の取扱いの充実が図られており，成年年齢を引き下げる環境整備も図られている。（４月２４日衆・本会議，法務
大臣）

成年年齢を引き下
げる意義

今般の成年年齢の引下げの意義は何か。

成年年齢の引下げは，国民投票の投票権年齢や公職選挙法の選挙権年齢が１８歳と定められ，国政上１８歳以上の者を大人として見るとの判断がされたという政策的な流れの中に位置付けられるものであり，１８歳，１９歳の
若者に参政権という権利を与えるとともに，私法上も大人として扱うことにより，これらの者が責任ある立場で積極的に社会に参加することを促進し，ひいては我が国の将来を活力あるものにすることにつながると考えられる。
また，成年年齢の引下げにより，１８歳，１９歳の者は自ら就労して得た金銭などを自らの判断で使うことができるようになるほか，自ら居所を定めたり，また希望する職業に就いたり，未成年であることが欠格事由とされている
様々な職業にも就くことができるようになる。これは，若者の自己決定権を様々な場面で尊重するものであり，若者にとって大きな意義がある。（５月３１日参・法務委，法務大臣）

⑴　これまでに実施されてきた環境整備
事項 質問内容 答弁内容

平成２１年の法制
審議会答申の指摘
事項

平成２１年の法制審議会の答申の中でも，
若者たちの自立を促す施策や消費者被害拡
大への施策が実現される必要があると指摘
されているが，政府はこのためにどのような
施策を行ってきたのか。
その効果は検証されたのか。

若年者の自立を促すような施策としては，平成２１年に成立した子ども・若者育成支援推進法に基づき，若年者の育成支援施策の推進を図るため，平成２２年７月に子ども・若者ビジョンを策定し，平成２８年２月には，これにか
えて新たな子供・若者育成支援推進大綱を決定した。
こうした方針のもと，例えば，文部科学省によるインターンシップの促進等のキャリア教育の推進，厚生労働省による課題を抱える若者に対する各種の就労支援の実施といったキャリア形成支援などの施策が実施されてきた。
消費者被害に対する施策としては，教育の面からは，平成２０年及び２１年の学習指導要領の改訂によって，消費者教育，法教育，金融経済教育等の充実が図られ，現在の高校生は既に改訂後の学習指導要領に基づく教育
を受けている。
また，今国会には，若年者を中心に発生する消費者被害事例を念頭に置いた取消権の創設等を内容とする消費者契約法の一部を改正する法律案が提出されている。（５月１１日衆・法務委，法務省政府参考人）
成年年齢の引下げに向けた環境整備の施策には，各種の教育あるいは周知啓発活動など様々な施策が含まれており，その全体的な効果を定量的に検証するということは困難である。したがって，その施策の全体的な効果に
ついて定量的な結果を得られるような検証は行っていない。
しかしながら，消費者被害の拡大を防止するための施策としては，消費者教育の充実を図った学習指導要領に基づく教育が行われている。また，消費者庁の設置により消費者行政の一元化及び充実が図られている。これらの
施策は，若者に対して直接的な効果を有する内容であると理解しており，消費者被害の拡大を防止するための施策についても相応の効果が上がっているものと判断している。（５月３１日参・法務委，法務省政府参考人）

⑵　成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議について
事項 質問内容 答弁内容

連絡会議の概要

成年年齢の引下げは，多くの国民に影響を
与えるものであって，広く様々な分野に波及
するものであるため，政府一体となって環境
整備に取り組んでいく必要がある。今般，成
年年齢引下げを見据えた環境整備に関する
関係府省庁連絡会議が立ち上がったところ
だが，この連絡会議はどのようなものか。

成年年齢の引下げに向けた環境整備については，関係府省が連携して対応しなければ成果が上がらないことから，今般，成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議を開催した。これは，関係府省庁相
互の密接な連携協力を確保し，総合的かつ効果的な取組を推進することを目的とするもので，今後も継続的に開催することを予定している。
この連絡会議は，若年者の消費者教育，消費者保護，与信審査，若年者自立支援など，成年年齢引下げを見据え，対応が必要とされる課題をテーマとして取り上げることとしている。
このような体制により，関係府省庁が足並みをそろえて必要な施策を効果的に実施していくことができると考えている。（５月２５日衆・法務委，法務大臣）

連絡会議の進捗管
理方法，開催頻度

連絡会議の趣旨として，成年年齢引下げを
見据え，環境整備が必要な個別施策の報
告，所要の措置，進捗管理を行うとされてい
る。この報告や進捗管理は具体的にどのよ
うに行っていくのか，連絡会議を開いて管理
をするのか，そうであれば，この会議はどの
程度の頻度で開催するのか。

連絡会議においては，個別の施策ごとに工程表を作成した上で，その実施状況を連絡会議の構成員である関係府省庁が相互に確認をし，施策の進捗状況を管理をすることを予定している。
取り上げるテーマについては，今後必要に応じて追加することもあり得ると考えており，国会における御議論を十分に踏まえた形で更に検討していきたい。
連絡会議は，年に数回程度開催することを予定しており，そのもとで幹事会を開催し，実務的な協議を行っていく予定である。（５月１６日，２５日衆・法務委，法務大臣）

１　成年年齢引下げについて

２　成年年齢引下げの環境整備について
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⑶　消費者教育，消費者保護，消費生活相談体制の充実について
事項 質問内容 答弁内容

消費者教育の必要
性について

成年年齢を引き下げれば，１８歳，１９歳の
消費者被害が拡大，急増することは明らか
だと思われるがどうか。

民法の成年年齢を引き下げた場合には，１８歳，１９歳の者は，民法第５条が規定する未成年者取消権による保護を受けることができなくなる。そのため，何らの対策も講じなければ，１８歳，１９歳の者の消費者被害が拡大する
おそれがあると考えられる。（５月１６日衆・法務委，法務省政府参考人）
消費者被害拡大防止については，これまでも政府として消費者教育の充実などの施策に取り組んできた。今後も平成３４年４月１日までの期間を用いて関係省庁としっかり連携をし，更なる環境整備の施策の充実強化に取り組
んでいきたい。（５月３１日参・法務委，法務大臣）

現在までの消費者
教育への取組

消費者教育の現状を問う。

文部科学省では，学校教育及び社会教育を通じて幅広い世代に対する消費者教育を推進している。
小・中・高等学校では，平成２０，２１年の学習指導要領の改訂の際に，主に社会科や家庭科などの関連する教科において消費者教育に関する内容の充実を図っており，例えば，高等学校の授業において，高金利問題や多重
債務問題などを扱い，消費者としての権利や責任について考察させること等の学習が行われている。
大学等においては，各大学の自主的・自律的な判断により，例えば，消費者教育に関する授業科目等が開設されているほか，学生に対するガイダンスや学生相談等において消費者トラブルやその対処方法についての啓発な
どが行われている。
社会教育においては，消費生活センターや弁護士会等と連携しつつ，公民館等の身近な場で幅広い年代の住民を対象とした消費者教育に関する講座が展開されている。
(６月５日参・法務委，文部科学省政府参考人)

１８歳以上の若者が成熟した成年として自立
するためには，高校生の間に消費者教育を
徹底するとともに，消費者保護の法律を充実
させることで，取引経験が不足した若者で
あっても回復不可能な財産被害が起きない
ような環境を整えるのが政策論の本筋であ
る。そのために，今後，高校生に，法教育の
充実，消費者教育の充実，金融経済教育の
充実をどのようにすすめていくのか。

成年年齢の引下げに向けて，法教育，消費者教育，金融経済教育を一層充実していくことが重要である。文部科学省では，本年２月に，消費者庁，法務省，金融庁と連携して「若年者への消費者教育に関するアクションプログ
ラム」を決定し，２０２０年度までの３か年を集中強化期間とするなど，取組を推進している。具体的には，高等学校等において，社会科や家庭科など関連する教科の学習指導要領の趣旨の徹底を図ること，消費者庁作成の高
校生向け消費者教育教材の活用を促進すること，実務経験者の外部講師としての活用を推進すること，教員養成，教員研修等の充実を図ること等を進めることとしている。また，大学等においても消費生活センターとの連携の
促進などを行うこととしている。
今後とも，関係省庁と連携し，法教育，消費者教育，金融経済教育の充実に向けて取組を加速していく。（５月３０日参・本会議，文部科学大臣）

18歳，19歳の若者を未成年者取消権による
保護から外すことで，若者の消費者被害が
増加するとの懸念が示されているが，この懸
念にどう答えるのか。

消費者教育の充実は特に重要であることから，実践的な教材「社会への扉」を作成し，昨年度は徳島県の全ての高校でこれを活用した授業を実施した。
さらに，本年２月には，文部科学省等の関係省庁と連携をして，２０２０年度までの３年間を集中強化期間とするアクションプログラムを決定し，「社会への扉」を活用した授業が全ての都道府県で行われることを目指す。このよう
な取組を通じ，自立した消費生活を送ることができる若者を育成できると考えている。（５月１１日衆・本会議，消費者担当大臣）

学校における消費
者教育のための外
部人材の活用

消費者教育を行うに当たっては、生徒・学生
の記憶に残ることが重要であり、その点で、
外部講師の活用は望ましいと考える。
外部講師の活用の推進に当たって国として
どのようにパックアップするか。

消費者教育に関する知識や経験に基づく指導力を有する外部の人材を積極的に活用することにより、学校において実践的かつ効率的な消費者教育が期待できる。
外部人材の学校教育現場での活用が進むように、学校とこれらの外部の人材の間に立って調整を行うことができる消費者教育コーディネーターという役割の人材を地方公共団体へ配置していきたい。（３月２３日参・文科委，消
費者庁政府参考人）
若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラムに掲げているとおり、全ての都道府県の消費者教育コーディネーターの配置に向けた支援に取り組む。地方公共団体における消費者教育コーディネーターの配置が
円滑に進むように、実態把握を進めるとともに、地方消費者行政強化交付金を活用して積極的に支援する。（５月１１日衆・法務委，消費者庁政府参考人）

消費者契約法改正
による消費者被害
対策

平成２１年の法制審議会の答申では，成年
年齢引下げの法整備を行う条件として，消費
者保護施策の充実を求めているが，政府
は，今回の消費者契約法改正で十分と考え
ているのか。

今般の消費者契約法の改正により，不安をあおる告知や人間関係の濫用等によって締結された消費者契約に関する取消し権が追加されるが，これは，若年者を中心に発生している消費者被害事例等を念頭に置いたものであ
り，消費者教育の充実等の他の施策と相まって，十分な消費者被害への対策となるものと考えている。（５月３０日参・本会議，法務大臣）
本改正案は，法制審最終報告書が指摘する，成年年齢引下げに対応した消費者保護施策ともなっているものである。
具体的には，個々の消費者の知識及び経験を考慮した上での情報提供を事業者の努力義務として明示をしている。また，社会生活上の経験の乏しさに着目して，不安をあおる告知や恋愛感情等に乗じた人間関係の濫用を，
取消しの対象となる不当な勧誘行為として追加をしている。
更なる消費者保護政策については，消費者被害の状況等を勘案しつつ，必要に応じて検討してまいる所存である。（５月３０日参・本会議，消費者担当大臣）

包括的な取消権の
創設

成年年齢を引き下げるとしても，年齢を要件
とする取消権を維持すべきではないか。

未成年者取消権は，未成年者が法定代理人の同意なく行った法律行為について，取引の種類などを限定することなく，原則としてこれを取り消すことができるとするものであり，未成年者を保護する機能を果たしてきた。もっと
も，未成年者に対して契約等の取消権が付与されていることは，民法上，成年者と未成年者との最も重要な差異の一つである。
したがって，成年年齢を引き下げるということは，１８歳，１９歳の者が未成年者取消権を行使することができないとすることにほかならないのであり，成年年齢を引き下げることとしながら，１８歳，１９歳の者が，年齢を要件とする
取消権を引き続き行使することができるとすることは，困難であると考えられる。（６月１４日参・法務委，法務省政府参考人）

消費生活相談体制
の充実

消費者被害相談体制の充実について，消費
者ホットライン１８８の周知が重要であると考
える。
また，若者向けにはSNSを活用した相談体
制の整備も必要ではないか。

１．一元的な消費者相談窓口機能を整備することは，消費者庁設立以来の課題である。消費者ホットライン「１８８」は，消費生活センター等の消費生活相談窓口の存在や連絡先を知らない消費者に近くの消費生活相談窓口を
案内し，相談の第一歩をお手伝いするもの。平成27年７月より共通の３桁番号「１８８」を運用しており，その周知は大変重要であると認識している。
２．「１８８」の周知については，消費者庁ホームページ掲載・チラシの配布はもちろんのこと，政府広報や消費者庁ツイッターにおいても，個別の注意喚起を行う際には併せて行っている。
３．新たな取組としては，４月２２日，「沖縄国際映画祭」に，消費者庁として初めて参加し，「１８８」を中心にＰＲ活動を行った。また，消費者月間の取組として，吉本興業株式会社と提携したＰＲ動画の公開も予定しており，従来と
は違った様々な取組を行っていきたい。
４．若年者の消費者被害を防止するための実践的な消費者教育として，消費者庁において作成した教材「社会への扉」には，
・話が違う！解約できるかな？と思ったら１８８へ
・これって，ネットトラブル？と思ったら１８８へ
・クレジットや借金で困ったら，まずは１８８へ
・製品やサービスで危ない！と思ったら１８８へ
と，具体的事例を記載し，注意喚起を行っている。
５．ＳＮＳなどの活用については，まずは消費者ホットライン１８８の周知を図り，若い世代も含めて「１８８」の利用の普及が重要と考えるが，メールによる相談等を取り入れている自治体もあり，今後も，時代の変化に応じて，消
費者が適切に相談を行える環境整備について検討していく。（５月１７日衆・消特委，消費者庁政府参考人）

アクションプログラ
ムについて
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⑷　与信審査について
事項 質問内容 答弁内容

貸金業者のキャッ
シング

貸金業法について，資力用件とその確認方
法の厳格化を行うべきではないか。

貸金業者によるいわゆる消費者向けローンについては，貸金業法において，資金需要者に対する過度な貸付けを未然に防止するという観点から，いわゆる総量規制，さらに顧客の返済能力調査の義務づけ，契約内容の書面
の交付義務などが規定されている。
貸金業者がこのような貸金業法上の規定を厳正に遵守することが，若年者に対する過大な貸付けを未然に防止する上でまず重要であると考えており，金融庁では，検査監督を通じて，貸金業者における法令遵守を日ごろから
確認している。
また，自主規制機関である日本貸金業協会において，協会員に対する監査等を通じて法令遵守の実効性確保に取り組むとともに，貸金業者の中には，例えば若年者に対する貸付上限額を一定額に抑える，勤務先への在籍確
認によって返済能力調査を実施するなどの取組を行っている業者もある。
こうした状況を踏まえ，まずは協会や貸金業者による取組状況等を十分に把握して，より一層推進していくことが重要だと考えている。（５月２５日衆・法務委，金融庁政府参考人）

銀行カードローン
貸金業法の適用を受けない銀行カードロー
ンにも総量規制を導入し，若年者に対する審
査を厳格化すべきではないか。

貸金業法上のいわゆる総量規制は，貸金業者のみが対象となっているが，銀行に対しては，監督指針において，過剰な貸付防止のための審査体制の構築について，着眼点を記載している。
いわゆるこの銀行カードローンについては，低金利環境を背景に，近年，残高が増加しており，過剰な貸付けが行われているという批判もあるため，昨年３月，全国銀行協会が申合せを行い，銀行業界として，業務運営の適正
に向けた自主的な取組を進めている。
金融庁としては，昨年９月以降，融資残高の多い銀行を中心に立入検査を実施し，改善に向けた取組を促すとともに，結果を中間取りまとめという形で本年１月２６日に公表した。検査立入り先以外の全ての銀行に対しても，現
在，実態調査を実施しており，業界全体の業務運営の水準引上げを図る取組を進めている。
このような行政上の対応によって，業界全体の適切な業務運営の確立を図りたいと考えており，現時点では銀行を総量規制の対象とすることは考えていない。
その上で，成年年齢の引下げに関しては，若年者に対する与信の提供であるため，例えば対面の契約の説明時などに契約内容をより丁寧に説明する，極度額の上限を設定するといったことによって，過剰な借入れとならない
ように配慮するような対応を業界に促しているところである。（５月２５日衆・法務委，金融庁政府参考人）

クレジット利用
割賦販売法について資力要件とその確認方
法を厳格化すべきではないか。

割賦販売法では，契約者が過大なクレジット債務を負担することを防止するため，クレジット事業者に対して，与信審査に際し，申込者がクレジット債務の支払に充てることが可能と見込まれる額を調査することを義務付け，当該
額を超えるクレジット契約を締結することを禁止している。
こうした与信審査に関しては，収入額の確認について書面を求めるべきである，あるいは５万円を超えるクレジットについては資力審査を行うべきであるといった指摘があるが，与信審査については，消費者保護とともに，消費
者の利便性の観点，あるいはプライバシー保護の観点も含めて総合的に勘案していく必要があると考えている。
なお，クレジット事業者の業界団体である一般社団法人日本クレジット協会の調査によると，学生など若年者に対しては，多くのクレジット事業者においてクレジットの限度額を少額に設定する取組を自主的に行っている。
いずれにしても，引き続き状況やニーズを見極めていく必要があると考えており，成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省連絡会議においても，クレジットに係る与信審査の厳格化に取り組むこととしている。割賦
販売法の運用状況並びに業界の自主的な取組の状況を注視しながら，若年者を含めた消費者保護に万全を期していきたいと考えている。（６月１２日参・法務委，経済産業省政府参考人）

⑸　若年者自立支援
事項 質問内容 答弁内容

若年者の自立支援
若者の社会における意識や自立を高める教
育が非常に重要だと考えるが，どのように行
われているか。

現在，文部科学省は，若者の自立支援に関する取組として，小学校からの起業体験や，中学校の職場体験活動，また高等学校におけるインターンシップの促進など，発達段階に応じた体系的なキャリア教育の推進を進めてい
る。
さらには，児童生徒の心のケアや，児童生徒を取り巻くさまざまな環境への働きかけを行うため，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置促進による教育相談体制の充実，保護者への相談対応等の家庭教
育支援の充実，総務省や法務省と連携した副教材の作成，配付などによる主権者教育や法教育の充実等を進めているところ。
引き続き，文部科学省としても，関係省庁と連携して，更に推進していきたい。（５月１６日衆・法務委，文部科学副大臣）

困難を有する子
供・若者への支援
の推進

１８歳で親権が外れるということで，自立が困
難な者に対する，身体的，精神的，経済的，
社会的なサポートについて，どのように考え
るのか。

厚生労働省としては，若年者の自立を支援するための施策として，キャリア形成支援や困難を有する子供，若者への支援を推進している。
具体的には，ニート，フリーター等の若者の社会的，経済的自立に向けた支援として，地域若者サポートステーションやわかものハローワーク等において，就職実現に向け課題を抱える若者に対するきめ細かい就労支援等を
行っている。学生アルバイトの労働条件確保対策，労働法に関する教育，周知啓発については，労働条件相談ほっとラインを設置し，夜間，休日の相談の受付を行ったり，ポータルサイトの運営を通じ，労働基準関係法令や事
案に応じた相談先の情報提供などを行っている。
また，社会的養護を必要とする方については，児童福祉法において，児童養護施設等への入所は２０歳まで入所等の延長を可能にしているほか，児童養護施設等を退所した児童等に対する２２歳の年度末までの必要に応じた
支援などの自立支援を行っている。さらに，ひとり親家庭については，就業支援を基本としつつ，子供の居場所づくりなどの子育て・生活支援，学習支援など総合的な支援を進めている。
これらの施策については，親権の対象年齢が引き下げられても支援の対象年齢は維持することとしており，これらの施策の一層の推進を通じて若年者の自立を支援してまいりたいと考えている。（５月３１日参・法務委，厚生労
働省政府参考人）

ワン・ストップ・サー
ビスセンターの設
置等

法制審の答申では，各種相談を受けられる
ようなワン・ストップ・サービスセンターを設置
すべきとされているが，迅速に相談支援を受
けるためには，初期段階でどこへアクセスす
ればよいのか。また，各種相談窓口の周知
はどのように行っているのか。

政府が設置している窓口で若年者が必要な各種情報提供を受けたり，あるいは困ったときに各種相談が受けられる相談窓口としては，まず，地方公共団体が設ける子ども・若者総合相談センターがある。これは，平成３０年４月
１日現在で８２の地方公共団体に設置されている。
また，働くことに悩みを抱える１５歳から３９歳の無業の若者に対してサポートをする地域若者サポートステーションは，平成３０年度時点で全国１７５か所に設置されている。
さらに，正社員での就職を目指す若者，若年者を対象に様々な支援を専門的に行う公共職業安定所としてわかものハローワーク等があり，平成３０年４月１日現在で，わかものハローワークは全国２８か所，わかもの支援コー
ナー等は全国２０６か所にそれぞれ設置されている。
引きこもりの状態にある者について支援を行うものとして，ひきこもり地域支援センターがあるが，これは，平成３０年４月１日現在で全ての都道府県及び政令指定都市に設置されている。
以上のうち，子ども・若者総合相談センターは，一般的に子供，若者の育成支援に関する相談に応じる窓口であり，ワンストップサービスと呼ぶことができるものと承知している。そのほかの窓口も，それぞれ就労，引きこもりと
いった分野に関するものではあるが，その分野においては，一つの場所で様々な相談が受けられるものである。
これらの窓口の存在については，これまでも様々な形での周知が図られてきたところであるが，引き続き，成年年齢の引下げを見据えて，関係省庁と連絡しつつ，更に周知徹底を図っていきたい。（５月３１日参・法務委，法務省
政府参考人）

アダルトビデオ出
演強要問題に対す
る認識と対策

成年年齢を引き下げた場合には，１８歳，１９
歳の者にアダルトビデオへの出演を強要す
る契約が広がる可能性があるが，今後どの
ように対応していくのか。

アダルトビデオ出演契約を締結したとしても，その契約上の債務の性質上，少なくとも意に反して出演を強制される法的な根拠は存在しないと考えられる。
また，契約が成立したとしても，公序良俗違反の主張，詐欺又は強迫，消費者契約法上の取消権，あるいは雇用契約における解除権等，違約金の支払義務を否定する各種の対抗手段があり，そのような請求を受けた場合に
は適切な第三者に相談することが重要である。
適切な第三者への相談ということについては，政府としても，ホームページ等で徹底して周知活動を行い，また相談体制の充実などにも取り組んできたところであり，継続してしっかりと取り組んでいく必要がある。
このように現行制度上も様々な対抗手段が存在するが，こうした対応のみで十分かどうかについては，政府として検討を続けなければならない喫緊の課題であると認識をしている。
この点については，いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題等に関する関係府省庁対策会議，また，成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議での検討を通じて適切に取り組んでい
くほか，法務省内に設置した性犯罪に関する施策検討に向けた実態調査ワーキンググループにおいて，この問題について取り上げ，政府の検討に資するべく取り組んでいきたい。（６月１２日参・法務委，法務大臣）
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３　周知活動について
事項 質問内容 答弁内容

成年年齢引下げの
周知方法・対象者

民法一部改正法の施行まで，約４年もの期
間を置いているが，この期間，どのようにし
て周知や若者の機運の醸成をしていくのか。

本法律案は，直接の対象となる１８歳，１９歳の若年者のみならず，その親権者等を含む国民全般に影響を与えるものである。そのため，法務省としては，施行日を平成３４年４月１日として十分な周知期間を確保することで，そ
の間に周知活動を徹底して行いたいと考えている。
調査方法等の詳細については現在検討中であるが，本法律案の成立後に，成年年齢を引き下げることの意味や，その時期，他の法律で定める年齢要件の変更の有無といった事項について，国民にどの程度浸透しているのか
調査することを検討している。また，成年年齢の引下げについて若年者と意見交換を行う機会も設けたいと考えている。
これらの取組によって得られた結果を分析した上で，その結果を活用して効果的な周知活動を行いたいと考えている。
具体的な周知活動としては，現在の高等学校への進学率が，高等専門学校等への進学まで含めると約９９％であることを踏まえ，引下げの直接の影響を受ける若年者に対して効果的に周知活動を行うために，高等学校等に
対して，成年年齢の引下げの意味や，ほかの年齢要件がどのように変わるのかといった内容を周知するためのポスターやパンフレットを配布することを検討している。
そのほか，成年年齢の引下げは，直接の影響を受ける若年者のみならず，その親や取引相手となる企業等にも大きな影響を与えるものであるため，幅広く説明会を開始したり，各種のメディアを活用するといった形で国民一般
に対する周知活動を進めていきたいと考えている。
なお，飲酒，喫煙年齢や公営競技関係の年齢など，改正法の施行により民法の成年年齢と異なることとなるものについては，社会的な混乱を避けるためにも，関係省庁と連携して手厚く周知活動を行う必要があると考えてい
る。
このような取組を通じ，施行日までに，新たに成年と取り扱われる１８歳，１９歳の方々に大人としての心構えを持っていただくことができるよう努力していきたい。（５月１６日衆・法務委，法務省政府参考人）

４　成人式
事項 質問内容 答弁内容

成人式の時期や在
り方等に関する検
討

成年年齢の引下げに伴い，従来は２０歳の１
月に行われていた成人式が，高校３年生の
１月に行われることになり，時期的に妥当で
はなく，また，着物業界など多くの関連業界
に影響が出ると考えられる。成人式は各自
治体が行うものであるが，このような事情を
踏まえ，何らかの統一指針を示すべきでは
ないか。

成人式については，現在，多くの自治体において，成人の日あるいはその前日に行われている。
この１月の第２月曜日の成人の日であるが，おとなになったことを自覚し，みずから生き抜こうとする青年を祝い励ます日とされている。「おとな」の意味については，必ずしも民法の成年を意味するものではないと考えられるが，
いずれにしても，選挙権年齢が１８歳に引き下げられ，また民法の成年年齢も１８歳に引き下げられることとなれば，この成人式の対象とされる者の年齢も１８歳に引き下げられることになる可能性がある。
その場合には，多くの者が高校３年生の時点で成年に達することとなり，高校３年生にとって成人の日は大学入試センター試験の直前であるため，その時期に成人式を実施すると受験生が参加しにくくなるのではないかといった
問題が指摘されている。
また，着物業界から，これまで成人式に着ていくための振り袖等の着物の売上げが一定程度見込まれていたものの，こうした売上げが落ちるのではないかという懸念も寄せられている。
成人式の実施等については，法律で定められているわけではなく，現在，各地方自治体の判断で行われているものであるため，政府として一律に，成年年齢の引下げに伴う成人式の時期，あり方等の見直しについて何らかの
統一的な指針を示すことは，必ずしも適切ではない。
もっとも，成年年齢の引下げによって，実際上，成人式のあり方等に影響が及ぶことは避けられないと考えられるため，成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議において，改正法案の成立後に成人式
の時期やあり方等を検討課題として取り上げることを予定している。
政府としては，今後，関係者との意見交換などを通じて，関係者の意見や各自治体の検討状況を取りまとめた上で適切に情報発信し，各自治体がその実情に応じた対応をすることができるように取り組んでいきたい。（５月１１
日衆・法務委，法務省政府参考人）

成人の日の時期
成人の日を1月にしなければならない理由は
あるか。

成人の日は，昭和２３年に国民の祝日に関する法律，いわゆる祝日法が制定された際に，大人になったことを自覚し，みずから生き抜こうとする青年を励ます日として，昔の元服や裳着にかわるものとして設けられたものであ
り，それらがかつて１月に行われることが多かったということから，当初は１月１５日と規定され，その後ハッピーマンデー化により現在は１月第２月曜日と規定されているという歴史的経緯はあるが，１月にしなければならない理
由はない。祝日法は，議員立法により制定され，これまでの改正も大半が議員立法によるものであることから，祝日法の改正に際しても，基本的には国会で十分御議論の上決定していただくべきものである。（５月１６日衆・法務
委，内閣府政府参考人）

５　養育費
事項 質問内容 答弁内容

引下げ後に取り決
められる養育費の
支払期間の終期へ
の影響

成年年齢の引下げにより，養育費の支払期
間の終期に影響はあるのか。

養育費の存否及びその具体的な内容は，子が未成熟で自ら稼働して経済的に自立することを期待することができない場合に，両親の経済状況等の個別の事情を踏まえて判断されるものである。
したがって，養育費の支払期間の終期につきましても，その子の置かれた家庭環境や大学進学の可能性など，その子が経済的に自立することが見込まれる時期といった個別の事情によって定められるものであり，成年年齢が
引き下げられた場合にも，１８歳という年齢で一律に画されることにはならないものと考えられる。（６月５日参・法務委，法務省政府参考人）

成年年齢の引下げ
前に合意等がなさ
れた養育費の支払
期間の終期への影
響

成年年齢の引下げは，引下げ前にされた養
育費に関する合意又は審判に影響を及ぼす
のか。

当事者が，子が成年に達する日が属する月まで養育費を支払うと合意をしていた場合には，この合意をした当時の当事者の意思を推測することになる。一般的には，その合意をした当時の成年年齢は２０歳であるから，その当
時，成年年齢に関する法改正があり得ることを想定して，それに連動させる意思を有していたというような例外的な場合を除き，成年に達するというのは２０歳に達するという意味であると解釈するのが自然である。
また，当事者は，予測される子の監護状況，子に受けさせたい教育の内容，子が経済的に自立すると予測される時期等を考慮して，その後どれだけの期間養育費を支払う必要があるかを定めたと考えられるが，こうした事情は
成年年齢が引き下げられたとしても変わるものではない。
したがって，一般的には，成年に達する日が属する月までという表現で合意した場合も，合意当時の当事者の意思は，当時の成年年齢である２０歳まで養育費を支払うものであると考えられる。
法改正前に既に確定している養育費の審判で成年に達する日が属する月までとしているものについては，当事者間で争いが生じた場合，最終的には裁判所の判断によって解決することとなるが，一般的には，先ほど述べた施
行日前の合意に関して答弁したところがほぼ当てはまるものと考えられる。（５月１１日衆・法務委，法務省政府参考人）

養育費の支払期間
の終期に関する問
題に対する取組

成年年齢引下げに伴い，養育費の支払期間
の終期に関する問題について，どのような取
組を実施するのか。

養育費の取決めが適切に行われ，その取決めが確実に履行されることは，子の利益を図る観点から極めて重要である。こうした観点から，法務省では，平成２８年１０月から，養育費等の重要性について分かりやすく解説すると
ともに合意書のひな形を掲載したパンフレットを作成し，全国の市町村で離婚届用紙を取りに来た当事者の方への配付を行うなどの周知活動に取り組んできた。
なお，このパンフレットにおいては，養育費についての合意書の記入例として，現在でも支払期間の終期を子が２２歳に達した後の３月までとする合意を記載しており，養育費が支払われるのは必ずしも子が未成年である場合に
限定されるものではないことを前提とする記載としている。また，この記入例につきましては，法務省のホームページにも掲載している。
法務省としては，今後も，養育費の支払義務が生じるのは子が未成年である場合に限定されるものではないことについて，更に周知に努めていきたい。（６月５日参・法務委，法務省政府参考人）

６　その他
事項 質問内容 答弁内容

施行日
本法律案の施行日について，５年以上の周
知期間が必要との指摘がある中で，施行日
を平成３４年４月１日にしたのはなぜか

この法律案においては，施行日を平成３４年４月１日として，３年以上の周知期間を確保しているが，これは成年年齢の引下げが，１８歳，１９歳の若年者本人やその親権者のみならず，国民一般の生活に広く影響を及ぼすもの
であるため，相当長期の周知期間を設ける必要があること等を考慮したもの。
もっとも，周知期間が長くなり過ぎると，改正法への国民一般の注目度が低くなり，差し迫った問題であると受け止めてもらうことができずに，かえって効果的な周知活動の妨げになるおそれもある。
この法律案の周知期間は，このような要素を総合的に考慮した上で定めたものであり，法務省としては，十分に合理的な期間であると考えている。（６月５日参・法務委，法務省政府参考人）

消費者団体，日弁
連などの関係団体
からの意見聴取の
必要性

日弁連，消費者団体などから意見を聴取す
る場を設けるべきではないか。

成年年齢の引下げの環境整備の諸施策については，今後も引き続きしっかりと取り組む必要があると考えており，いずれにしても，その内容の周知等も含め大変大事であると思っている。
今後，消費者関連団体あるいは日弁連などからの意見聴取や意見交換の機会を設けるかどうかにつきましては未定であるが，今後の環境整備に向けた諸施策，周知を効果的なものとするために，さまざまな団体からの意見
の聴取についても積極的に取り組んでいきたい。（５月１１日衆・法務委，法務大臣）

4



「成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議」工程表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （2018年9月3日時点）

項目番号 項目名 施策内容 担当府省庁 現在までの取組

2 学習指導要領の徹底 文部科学省

学習指導要領の趣旨の周知・徹底を図り，社会科や家庭科を
中心に各教科等において充実した消費者教育を推進するほ
か，法教育，金融経済教育等も充実。
全国の都道府県教育委員会の指導主事等を対象とする会議に
おいて，新しい高等学校学習指導要領の趣旨の徹底を図った。
（平成30年7月）【文部科学省】

5 教員の養成・研修
消費者庁
文部科学省

若年者の消費者教育分科会において，大学の教員養成課程，
現職教員研修，教員免許更新講習等における消費者教育に関
する取組について検討を行い（平成30年６月取りまとめ），消費
者教育推進会議での報告・意見聴取を踏まえ，今後の取組方
針を決定。【消費者庁】

若年者の消費
者教育分科会
に おいて取りま
とめ

7

大学，専門学校等と地元の消
費生活センターとの連携を支
援し，出前講座等を実施する

消費者庁
大学，専門学校等と地元の消費生活センターとの連携を支援
し，出前講座等を実施。

8
大学における講義実施等を通
じた正しい金融知識の普及

金融庁
大学において，金融関係団体と連携し，金融リテラシーに関す
る講義を実施。

10
大学等及び社会教育における
消費者教育の指針の見直し

文部科学省
平成22年度作成の「大学等及び社会教育における消費者教育
の指針」について，文部科学省の消費者教育推進委員会にお
いて，同指針を見直し，改訂した。（平成30年７月公表）

消費者教育推
進委員会におい
て見直し，改訂

11
消費者保護施策の検
討

若年者の消費者被害の状況等
の把握，これを踏まえた対応

消費者庁

・第196回通常国会（平成30年1月～）において，消費者契約法
の一部を改正する法律（社会生活上の経験不足を不当に利用
した勧誘行為に対する取消権の追加など）が成立。（６月８日）
・有識者による「若者の消費者被害の心理的要因からの分析に
係る検討会」を開催し，消費者被害に遭う要因等について，主
に心理的観点から調査・分析を実施中。

大学等及び教育委員会へ周知
左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

4
実務経験者の学校教育現場で
の活用

消費者教育コーディネーターの育成・配置等による実務経験者の学校教育現場での活用の推進

大学，専門学校等と地元の消費生活センターとの連携を支援
し，被害事例に関する情報共有を実施。

大学，専門学校等と消費生活
センターとの連携，消費者被害
防止に関する情報提供，取組
の普及啓発等を行う

消費者庁
文部科学省

消費者庁
「消費者教育推進計画」は47都道府県，18政令市で策定済。
「消費者教育推進地域協議会」は46都道府県，18政令市で設
置済。

6

消費者教育推進計画・消費者
教育推進地域協議会の策定・
設置

消費者教育の推進に
係るその他の取組

3

高等学校等における消
費者教育の推進

9

若年者の消費者教育・消費者保護について

実践的な消費者教育の実施を効果的に推進するため，「若年
者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」（４省
庁関係局長連絡会議決定）を2018年2月20日に決定。

「若年者への消費者教育の推
進に関するアクションプログラ
ム」の推進

消費者庁
文部科学省
法務省
金融庁

実践的な消費者教育の実施を効果的に推進するため，「若年者への消費者教育の推進に関するアク
ションプログラム」（４省庁関係局長連絡会議決定）に基づき， 関係省庁が緊密に連携して各種取組（下
掲２ないし10など）を推進【2018年度から2020年度までが集中強化期間】

毎年度進捗状況をフォローアップし，必要な施策を検討

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

消費者庁
文部科学省
金融庁

「学校における消費者教育の充実について」（平成28年４月28
日消費者教育推進会議提案）等を踏まえ，消費者教育の推進
に関する基本方針の変更において，消費者教育コーディネー
ターの育成・配置に向けた支援を行うことを記載。
「若年者の消費者教育分科会」取りまとめ（平成30年６月）にお
いて，消費者教育コーディネーターの役割等が提示された。【消
費者庁】

　（目標：「社会への扉」を活用した授業を2020年度には全ての都道府県で全高校で実施）

消費者教育教材の 開発，手法
の高度化

消費者庁
文部科学省
法務省
金融庁

消費者庁で平成28年度に高校生向け教材を作成。平成29年度
は，徳島県の全高校で教材を活用した授業を実施。平成30年
度以降の実施に向け，地方公共団体への働き掛けを行ってい
る（平成30年度内実施が決定：茨城県，静岡県，奈良県，和歌
山県，徳島県，愛媛県）。【消費者庁】
全国の教育委員会関係者や校長，教員等が集まる会議，研修
等において，「社会への扉」を周知し，活用の推進を図った。【文
部科学省】
現在作成中の高校生向け法教育教材において，「私法と契約」
の項目を設け，消費者保護にも触れるなど，消費者教育の観
点をも踏まえ，作業を進めている（平成30年度中に完成予定）。
【法務省】

実践的な能力を身に付ける教材 「社会への扉」を活用した授業の実施の推進等

大学，専門学校等と地元の消費生活センターとの連携のための体制整備に関する支援の方策を検討，
実施し，出前講座等の推進を図る

大学等における消費者
教育の推進

　　（目標：全ての都道府県・政令指定都市で策定・設置）

目標：全ての大学で指導・啓発を
実施

学生に対するガイダンス等での指導・啓発を推進

1

若年者への消費者教
育に関する関係省庁
間の連携の推進

学習指導要領の周知・徹底

（目標：2020年度には全ての都道府県で消費者教育コーディネーターを配置）

（目標：2020年には全ての大学で指導・啓発を実施)

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

2018年度 2019年度

消費者教育推進会議における審議を踏まえ，取組を推進
左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

2020年度 2021年度

若年者の消費者被害の状況等の把握，これを踏まえた対応

金融関係団体（金融広報中央委員会等）と連携して，安定的な資産形成等に資する金融教育のための
教材の作成など，必要な施策を推進。

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

消費者教育推進計画・消費者教育推進地域協議会の策定・設置

左記の実施状況を踏まえ，必要
な取組を引き続き実施。

1

Administrator
スタンプ



項目番号 項目名 施策内容 担当府省庁 現在までの取組 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

12

貸金業における貸付・
信用供与の健全性確
保

若年者に対する返済能力の調
査を一層適切に行う取組を推
進

金融庁

貸金業者による自主的な取組として，以下の取組を実施。
　・若年者の利用限度額を低く設定している例あり
　・年収証明の提出義務がない場合であっても，在籍確認など
により，返済能力を調査
　・詐欺被害防止の取組（HP，自動契約機画面，リーフレットな
どで啓発。オペレーターから注意喚起）
日本貸金業協会を通じて，大手貸金業者２１社（全貸金業者の
消費者向無担保貸付残高のうち，72.1％をカバー）に対し，若年
者・未成年者への貸付の実態把握のための調査を実施。
銀行カードローンについても，全国銀行協会において，若年者・
未成年者向けの貸付の実態調査を実施。
成年年齢引下げに向けて当庁から業界に対し，若年者に対す
る与信の提供に際しては，例えばより丁寧な契約内容の説明
や，利用限度額の上限設定等の対応を慫慂。

13

クレジット取引における
信用供与の健全性確
保

若年者に対する支払可能見込
額の調査を一層適切に行う取
組を推進

経済産業省

制度として支払可能見込み額の調査を実施するとともに，クレ
ジット業界により自主的な以下の取組を実施。
・クレジット教育支援活動の強化（全国400の高校に教材を無料
配布，教員向けの勉強会，教育機関への講師派遣等）
・消費者への理解促進活動の促進（大学780校にパンフレット配
布，啓発キャンペーンの実施等）
・未成年者からクレジット契約の申込を受ける場合，当該未成
年者の親権者に同意を得ることを求める
日本クレジット協会を通じて，包括クレジット業者254社・個別ク
レジット業者146社に対し，若年者・未成年者との契約の実態把
握のための調査を実施。

14

将来の在り方・生き方を主体的
に考えられるキャリア教育推進
事業

文部科学省
小学校からの企業体験や中学校の職場体験活動，高等学校に
おけるインターンシップの促進など，発達段階に応じた体系的
なキャリア教育を推進

15

ニート・フリーター等の若者の
社会的・経済的自立に向けた
支援

厚生労働省

・地域若者サポートステーション・わかものハローワーク等にお
いて，就職実現に向け課題を抱える若者に対するきめ細かな
就労支援等を実施。
・ひきこもり地域支援センター等において若者を含むひきこもり
の方に対する相談支援，関係機関と連携した訪問支援を実施

16
学生アルバイトの労働条件確
保対策

厚生労働省

・「労働条件相談ほっとライン」を設置し，夜間・休日の相談を受
け付けている。
・「労働条件ポータルサイト」の運営を通じて，労働基準関係法
令や事案に応じた相談先等の情報提供を行っている。

17
労働法に関する教育，周知啓
発

厚生労働省
文部科学省

若い世代の働く方を対象とした，労働法制についての分かりや
すいハンドブックの作成や大学・高校等に対する講義の実施等
による労働法の基礎的な知識の周知

成年年齢の引下げに伴う状況変化を踏まえつつ，学校におけるキャリア教育を推進

若年者に対する支払可能見込額の調査を通じた過剰与信防止措置を適切に行うとともに，普及啓発活動を通じてより一層消費者被害対
策を推進。
引き続き，成年年齢引下げに向けた業界の方針・取組状況等を把握のうえ，必要な対応について業界と議論。

キャリア形成支援

学生アルバイトの労働
条件確保対策，労働法
に関する教育，周知啓
発

引き続き，労働法の基礎的な知識の周知の推進

与信審査について

若年者に対する返済能力の調査をより一層適切に行う事業者の自主的な取組を推進。
引き続き，成年年齢引下げに向けた業界の貸付方針・取組状況等を把握の上，必要な対応について業界と議論。

引き続き，これらの施策を推進し，子ども・若者のキャリア形成を支援

引き続き，「労働条件ポータルサイト」の内容を充実し，周知するとともに，「労働条件相談ほっとライン」の周知に取り組む。

若年者自立支援について

2



項目番号 項目名 施策内容 担当府省庁 現在までの取組 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

18

子ども・若者育成支援推進法
を踏まえた，地方公共団体に
おける「子ども・若者支援地域
協議会」・「子ども・若者総合相
談センター」の設置の推進

内閣府
地方公共団体における「子ども・若者支援地域協議会」・「子ど
も・若者総合相談センター」の設置を推進。

19
スクールカウンセラー・ソーシャ
ルワーカーの配置拡充

文部科学省

平成28年度実績では，スクールカウンセラーを22036校に，ス
クールソーシャルワーカーを実人数で1780人配置し，児童生徒
の心のケアや，児童生徒を取り巻く様々な環境に働き掛けるな
どして教育相談体制の充実を図っている。

20 家庭教育支援 文部科学省

①地域人材を中心とした家庭教育支援チームなどによる，身近
な地域における家庭教育に関する学習機会の提供や保護者へ
の相談対応，②課題を抱えた保護者に対する訪問型家庭教育
支援などを推進。

21
ひとり親家庭や生活困窮世帯
の子どもへの支援

厚生労働省

・子どもの居場所づくりなどの子育て・生活支援，学習支援など
の総合的なひとり親家庭支援を実施
・生活保護受給世帯を含む生活困窮世帯の子どもに対する学
習支援を実施

22
社会的養護における家庭教育
の推進及び自立支援

厚生労働省

・特別養子縁組や里親等の家庭養育を推進
・児童養護施設入所児童等に対する学習支援などを実施
・児童養護施設等を退所した児童等を対象に，必要に応じて，２
２歳の年度末までの間，日常生活上の援助や生活指導，就業
支援などを行う社会的養護自立支援事業や児童自立生活支援
事業（自立援助ホーム）を実施

23 主権者教育
総務省
文部科学省

全ての高校生等に副教材を作成・配布するほか，大学等の入
学時におけるオリエンテーション等を通じた学生への啓発活動
等の実施により，主権者教育の充実を図っている。

24 法教育
法務省
文部科学省

社会生活における法やきまりの意義等を身に付けることができ
るよう，学習指導要領の趣旨の周知・徹底を図る（上掲２）ほ
か，副教材の作成や出前授業等を実施。

25

アダルトビデオ出演強
要問題に関する対策
の推進

「いわゆるアダルトビデオ出演
強要問題・『ＪＫビジネス』問題
等に関する今後の対策」に基
づく広報啓発等の推進

内閣府
他関係省庁

「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等
に関する今後の対策」（平成29年5月，関係府省対策会議決定）
に基づき，政府一体となって，更なる実態把握や取締り強化，
教育・啓発，相談体制整備等の取組を実施。

26 国民への浸透度等を調査 法務省
浸透度等の
調査

27 若年者との意見交換の実施
法務省
他関係府省庁

28 適切な周知活動の実施
法務省
他関係府省庁

29
成人式の時期や
在り方等について

成人式の時期や在り方等につ
いて関係者との意見交換,取り
まとめた情報の発信

内閣府
法務省
文部科学省
他関係府省庁

地方公共団体における「子ども・若者支援地域協議会」・「子ども・若者総合相談センター」の設置を引き続き推進。

改正民法の周知活動
について

スクールカウンセラー・ソーシャル
ワーカーの配置拡充に向けた取
組を実施。

改正民法の周知活動について

成人式の時期や在り方等について

社会形成への参画支
援

引き続き，発達段階に応じた主権者教育が実施されるよう取り組む。

引き続き，発達段階に応じた法教育が実施されるよう取り組む。

困難を有する子供・若
者への支援の推進

取りまとめた情報について，各自治体に発信

左記の結果や各施策の実施状況を踏まえ，更なる調査の実施を検討

若年者との意見交換の実施

スクールカウンセラーを全公立小
中学校（27500校）に，スクール
ソーシャルワーカーを全ての中学
校区（約1万人）配置する予定

成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関
係府省庁連絡会議の下に設けた成人式の時期や
在り方等に関する分科会において，関係者との意
見交換を行い，関係者の意見や各自治体の検討
状況の取りまとめを行う。

スクールカウンセラー・ソーシャルワーカーの配置拡充に向けた取組
を引き続き実施。

引き続き，関係省庁と連携しながら，家庭教育支援に関する取組を推進

上記の結果を生かした周知・広報及び消費者教育をはじめとした各施策等への活用

左記の実施状況を踏まえ，必要な取組を引き続き実施。

・引き続き，「今後の対策」に基づき，更なる実態把握や取締り強化，教育・啓発，相談体制整備等に取り組む。
・その他，成年年齢引下げに伴う対応が必要となる場合には，関係府省庁と連携し，必要な取組を実施。

引き続き，これらの施策を推進し，困難を有する子ども・若者の自立を支援

引き続き，これらの施策を推進し，困難を有する子ども・若者の自立を支援

3
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第４９回関東甲信越静社会教育研究大会長野大会 参加報告 

（参加者：生涯学習課 泉 志帆，田井 邦洋） 

 

１．大会概要 

  ⑴ 大会スローガン 

     信州で 出会い・ふれあい・学び合い 

      ～皆で語ろう 地域づくりは人づくり～ 

  ⑵ 研究主題 

     連携・協働による未来志向の社会教育のあり方を考える 

      ～持続可能な地域コミュニティを目指して～ 

  ⑶ 開催趣旨（要約） 

・今日の社会は，様々な課題に直面している。 

・これまでも社会教育は，それぞれの地域において，多様な学びの機会づくりや地域

コミュニティの維持形成に努めてきた。  

・今日の社会の状況を考えると，これまで以上の人々の学びや地域づくりの取組が必

要であり，これまでのつながりを超えた幅広い連携・協働が求められている。 

・本大会は公民館や社会福祉協議会等と連携し，新たな社会教育の可能性を考える契

機と考えた。 

・大会スローガンのもと，持続可能な地域コミュニティを築く，あるいは築き直すう

えでの未来につながる社会教育のあり方について研究協議することを趣旨とする。 

 ⑷ 大会日程 

    【１日目】平成３０年１１月１５日（木） 全体会 ホクト文化ホール 

         １２時３０分～１７時１０分 

          歓迎セレモニー：真田勝鬨太鼓（さなだかちどきだいこ） 

          開会行事：主催者挨拶，来賓祝辞 

          基調講演：東京大学 名誉教授 佐藤 一子（さとう かつこ）氏 

           パネルディスカッション：コーディネーター  

信州大学 教授 西 一夫 氏 

           閉会行事：時期開催県（埼玉県）挨拶とＰＲ，主催者挨拶 

    【２日目】平成３０年１１月１６日（金） 分科会 長野バスターミナル会館ほか 

         ９時３０分～１２時１０分 

         ※第１分科会及び第２分科会に参加 

          ＜第１分科会＞ 学校・家庭・地域の連携・協働と社会教育のあり方 

                   ～次世代の学校・家庭・地域の 

連携・協働について考える～ 

           ＜第２分科会＞ 公民館活動と社会教育のあり方 

                    ～古くて新しい公民館活動をヒントに 

持続可能な地域づくりについて考える～ 

 

資料２ 
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２．基調講演 

  ⑴ 演題 「人と地域が育つ社会教育の役割」 

  ⑵ 講師 東京大学 名誉教授 佐藤 一子（さとう かつこ）氏 

  ⑶ 講演概要 

     ○はじめに 問題提起 

       地域に目を向け，「人が育ち合う地域社会」を取り戻すことができるか 

 

     ○Ⅰ「共に育つこと」をめぐる現状 

       ・ 地域のつながりの衰退や貧困の連鎖により，自立できない大人・ひきこもり

の増加，その親の高齢化 

・ 経済的に困難を抱え孤立する高齢者 

       ・ ６割の若者が大学進学等の際に地域を出ていく。 

・ 働き続ける高齢者が地域とどうつながるか，地域の担い手について，これま

でと違った課題が出る。 

       ・ 外国人労働者の受け入れと向き合わなければならない。家族をどう支えるか。

日本語，生活習慣，コミュニティへの参加，人権 → 社会教育の役割 

   

     ○Ⅱ 社会教育の学びの価値の再認識 

       ・ 日本は戦後７０年，社会教育を続けてきた 

       ・ 学校の教育だけでは，平和で有意義な社会は作れない。自己教育・相互教育 

→ 社会教育の理念 

       ・ 文科省の組織再編 → 社会教育施設の体系が維持されるか 

       ・ ＰＴＡや自治会，子ども会のあり方，連携・協働の模索 

         →「みんなが参加するのが当たり前」という意識が薄れてきた 

        

     ○Ⅲ 地域課題解決学習の取組み事例 

       ・ 岩手県遠野市：市民３５０人で作り上げる『遠野物語ファンタジー』の取組 

          → 昔話を題材とする市民参加の創作劇 

公募で市民２０～３０人の制作委員，曲も創作，中高生が演奏， 

子どもたちも参加 

       ・ 埼玉県ふじみ野市：ＮＰＯ法人ふじみの国際交流センターの取組 

          → 公民館の日本語教室ボランティアグループからＮＰＯ法人化 

            行政，学校，社会教育施設，病院等と連携，ネットワーク形成 

            ７か国語で生活ガイド作成・送付，ＤＶ被害者支援（駆け込み寺），

不就学・不就労者の支援（パソコン，日本語など） 

 

     ○むすび 社会教育の可能性を耕す 

       ・ 学校の外での異世代交流，体験学習を通じて，グローカルな（グローバルと

ローカルを併せ持った）視野を若者たちが持つことが大事 
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３．パネルディスカッション 

  ⑴ テーマ 連携・協働による未来志向の社会教育のあり方を考える 

         ～持続可能なコミュニティを目指して～ 

  ⑵ コーディネーター 信州大学教育学部 教授 西 一夫 氏 

  ⑶ パネリスト ①長野大学社会福祉学部社会福祉学科 特任教授 小岩井 彰 氏 

          ②大阪教育大学教育学部教育協働学科 教授 新崎 国広 氏 

          ③松本大学総合経営学部観光ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ学科 教授 白戸 洋 氏 

          ④長野県教育委員会事務局文化財・生涯学習課 企画幹 木下 巨一 氏 

          ⑤長野県社会教育委員連絡協議会 会長 小池 玲子 氏 

  ⑷ コメント概要 

     ①小岩井 彰 氏 

       ・子どもたちには，「人間が大好きで，飯が食える大人」になってほしい。 

       ・学校を開くためには，学校だけでなく地域も，両方が開くことが大事 

       ・ＡＩ，ロボットなどが発展していく中で，人として原点回帰しないといけな

い。人とつながる面白さ，人の気持ちを汲み取ることは人にしかできない。 

       ・学校の教員は子どもたちのために必死になっている。地域と，子どもの成長

を喜び合える，育ちを確認し合える関係を築いてほしい。 

     ②新崎 国広 氏 

       ・是非，助け上手，助けられ上手になってほしい。助けられ上手とは，自己理

解をして，誰と連携すればいいかを理解しているという事。 

       ・今までの自立は，「自分の事は自分で，他人に迷惑をかけない。」だった。 

これからの自立は，「自分にできる事は自分で，できない事は誰かの力を借り

てでも生き抜く」ということ。 

       ・「ｆｏｒ」から「ｗｉｔｈ」へ。「～のために」はしんどい。「～と一緒に」と

考えていきましょう。 

     ③白戸 洋 氏 

       ・「地域の若者を 地域で育てて 地域に返す」 

       ・学生が地域に出ていく事は，地域貢献ではなく，地域の人に迷惑をかけるこ

とというスタンス。でも，これからの地域を背負って立つ若者を一緒に育て

ましょう，という意識を共有すること。 

       ・子どもの頃から地域の人たちと出会っていない若者は，地域で居場所をつく

れない。小さな依存関係を網の目のように作りましょうと伝えている。 

     ④木下 巨一 氏 

       ・先生の表情が変わる瞬間。地域人教育で公民館主事が関わり，先生の気付か

なかった，その子の良さを共有したとき。 

       ・高校生が伸びるスイッチ「手本の大人がいること」「心を許せる友人がいるこ

と」「誰かの役に立った実感があること」「そういう経験を誰かに話すこと」 

     ⑤小池 玲子 氏 

       ・「学校現場の教員が一番地域を知らない」と言っている先生がいた。生まれ育

った地域ではない，異動してきた地域。知らないから自信をもって地域に出ら

れない。でも，地域の人とフランクに話ができるようになれば，沢山の情報が

入ってくるはず。 

       ・社会教育は「心を育てる」教育。生まれたときから，お腹の中から始まる。 

       ・みんなで支え合って，思いやり合って生きていける地域が作れるといい。 
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４．分科会 

 ＜第１分科会＞ 

 ⑴ テーマ 学校・家庭・地域の連携・協働と社会教育のあり方 

～次世代の学校・家庭・地域の連携・協働について考える～ 

 ⑵ ファシリテーター 長野大学社会福祉学部社会福祉学科 特任教授 小岩井 彰 氏 

 ⑶ 実践事例発表 

   ①【千葉県鋸南町】発表テーマ：次世代を担う子供たちの健やかな成長を育む 

    ○社会教育委員の取り組み 

      ・平成２８年１１月「ふるさと子どもアンケート」の実施（小５～中３） 

       ⇒あなたが町長なら何をする？→①公園をつくる ②イオンをつくる 

              …自然はいっぱいだが，山も海も「危ないから遊んじゃダメ！」 

      ・アンケートを踏まえた提言書を作成・提出（平成２９年３月） 

     ○提言書を受けての教育委員会の取り組み 

      ・平成２９年９月より「地域学校協働本部」によ「放課後子ども教室」開始 

      ・子育て広場新設（内閣府補助金を活用し，公民館調理室を改修） 

・町独自予算で専門性の高い社会教育主事を配置（教員で国の機関経験者） など 

     ○所感 

      ・自然豊かな町であっても，海も山も危ないから遊んではいけない，安心して遊べ

る場所がない，という状況であることに驚いた。 

      ・社会教育主事が社会教育委員と協働しながら，精力的に地域の様々な能力・技術

をもつ地域住民に声をかけ，交流の輪を広げていて，宇都宮市とは人口規模など環

境は異なるものの，見習うべき姿勢であると感じた。  

 

    ②【長野県長野市】発表テーマ：地域と学校が連携した松代のまちおこし 

     ○実践の経緯 

      ・松代小学校は，クラブ活動を地域の方々とともに学ぶ時間として位置づけた。ま

た，松代中学校から「総合的な学習の時間」の「まつしろを知る」学習に「エコー

ル・ド・まつしろ倶楽部」へ協力要請があったことを機に，「小中学生による観光

ボランティア」活動の取組に発展した。 

     ○小学生の活動 

      ・「エコール・ド・まつしろ倶楽部」会員をはじめとする地域の人々が講師となり，

様々な面から「松代」を学び，松代の伝統文化・芸能を継承しようとしている。 

     ○中学生の活動 

      ・家庭や中学校の協力のもと，地域の各種行事にボランティアとして参加。大人の

ボランティアと一緒に観光客の案内などをおこなっている。 

     ○所感 

      ・ボランティア活動の中で，中学生たちが，家庭でも学校でも見せない一面を見せ

積極的に自ら考えて行動している，その姿を見て，保護者も先生も地域の方々も子

どもの成長を共有し喜び合う，という良いサイクルができていて，参考になる取組

であると感じた。 
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    ③【長野県高山村】発表テーマ：学校・家庭・地域をつなぐ わくわく村 

     ○実践の経緯 

      ・子どもたちに関わる問題が多岐にわたる状況を危惧し，平成１４・１５年度のＰ

ＴＡ役員等が中心となり，地域全体で子どもを育てようと，行動をおこした。 

     ○わくわく村の誕生 

      ・平成１５年に小学校授業公開日に合わせ「親子わくわくデー」を実施。そば打ち

や大正琴など１９講座を開催した。この経験を生かし，１日の開催を半年に亘る開

催とするなど，形態を一新し「わくわく村」とした。 

     ○社会教育委員の関わり 

      ・子どもたちのニーズの把握，地域住民の声を反映するなど「わくわく村運営委員

会」の構成員として企画に参画。事務局として全体をコーディネートする。 

      ・保護者へのアンケート結果をとりまとめ，保護者に配布する。 

     ○所感 

      ・保護者は皆忙しく，その中で親子の活動としているために厳しい意見もあるが，

日頃忙しいからこそ，子どもが何かをやり遂げる姿を見てほしいし，子どもに一生

懸命やる大人の姿を見せてほしい，という想いを伝えながら１５年続いていると

いう話があり，事業継続には運営側の想いを伝えることも大切なのだと感じた。 

 

＜第２分科会＞ 

 ⑴ テーマ 公民館活動と社会教育のあり方 

～古くて新しい公民館活動をヒントに持続可能な地域づくりについて考える～ 

 ⑵ ファシリテーター 長野県教育委員会事務局文化財・生涯学習課 木下 巨一 氏 

 ⑶ 実践事例発表 

   ①【千葉県千葉市】発表テーマ：公民館の役割と指定管理者制度 

     ○実践内容 

      ・「市民ニーズの多様化」「地域コミュニティの希薄化」「施設の老朽化」の現状  

⇒市民サービスの向上と管理運営の効率化を目指し，平成３０年４月から全公民

館（４７館）一括で指定管理者制度を導入し，指定管理者として公益財団法人千

葉市教育振興財団を指定した。 

      ・指定管理者導入のメリット：多様な主体と連携した多様な学習機会の提供，職員

の継続による経験・ノウハウの蓄積，運営にかかる経費の効率化 

     ○課題 

      ・適切な管理運営のチェック（モニタリング及び評価） 

・職員資質の向上（社会教育主事資格の取得，企画力の向上など） 

      ・市と密接に連携した防災体制の構築 

     ○所感 

      ・指定管理者制度を導入することで公民館職員の継続性が向上し，職員の経験や知

識が蓄積できる，地域とより密接な関係が構築できるという話は，宇都宮市でも課

題に感じる部分であるため参考となった。 
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   ②【長野県上田市】発表テーマ：夏休み上野が丘わいわい塾 

    ○実践内容 

     ・子どもたちの仲間づくり・居場所づくり，地域への愛着，大人同士の交流などを

目的に，４日間の体験学習「夏休み上野が丘わいわい塾」を開催 

     ・地域の大人や学生ボランティア等，中学生から８０代まで１００人以上が運営ス

タッフとして参加 

・小学生で参加していた子どもが，中学生になりボランティアとして参加し，リー

ダー役として活躍する，いいサイクルが生まれている。 

    ○課題 

     ・今後も継続するための仕組みづくりや，地域ボランティアの高齢化が課題 

    ○所感 

・様々な活動を行うためには，そのための運営側のスタッフも必要であり，この講

座では運営スタッフとして学生から地域の人まで大勢の幅広い年代の方が関わっ

ているが，その人たちを集めるためには，社会教育指導員の方が地域の様々なとこ

ろで声をかけ，人を集め続けたという話があり，地域に出て，地域の人とつながり

を作ることの重要性を改めて感じた。 

 

   ③【長野県王滝村】発表テーマ：子ども大人がともに“心育ち” 

     ○実践内容 

      ・子どもたちと村民，みんなが一緒に人権学習する場として，平成２５年５月から

「わくわく人権樹業」を実施 （※「樹」＝王滝村のヒノキを表している） 

      ・子どもたちや保護者，先生，地域の人々が，それぞれの立場や経験から意見を出

すことで，考えの違いが価値付き，明るく楽しい地域づくりにつながる。 

      ・人権樹業の最後に毎回振り返りを行う時間が，地域の人々が子どもたちの事を理

解できるなど， “気づき”と“学び”の場となっている。 

     ○課題 

      ・地域の中間年齢層の参加 

      ・ファシリテーター役を担う人材の育成 

      ・地域住民だけでなく，企業と連携することで事業を広げていきたい。 

     ○所感 

      ・地域の人も巻き込みながら，子どもたちに基本的な人権を伝えていく良い取組だ

と感じた。 

・年に１，２回は学校の授業の中でも時間をいただいているとのことで，学校と密

に連携して実施しているのだと感じた。 

・人口約７００人，村民同士はみんなが顔見知りという地域であり，宇都宮市とは

地域の規模が大幅に違うため，本市において実施するためには手法の検討が必要

であると感じた。 

 







































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宇都宮市では，「人間力の高い，心豊かでたくましく生きる人」を目指して，家庭，地域，学

校，企業などが，世代の違いを超えて，心を一つに，横のつながりを深めながら，社会総ぐるみ

による人づくりを推進しています。 

社会総ぐるみによる人づくりをより一層推進するために， 

大人が子どもの手本として行動する拠り所として， 

「子どもの手本となる５０の言葉」を選定しました。 

●こんな言葉を選んでいます● 

 ・ 日本に古くから伝わることわざや故事成語など，先人の知恵がつまっており，行動に深み

を与えてくれる言葉から選んでいます。 

 ・ 宇都宮市の小中学校では，ことわざや故事成語を用いて，子ども向けに「心を育てる５０

の言葉」を選定し，活用しています。子どもと同じ目標を共有し，家庭等で子どもと大人が

話し合うきっかけとなるよう，子ども版に記載されている言葉を中心に，アンケートで多くの

市民の皆様に選んでいただきました。 

 ・ 宇都宮市の市民と行政が共有する人づくりの指針である「宮っこ未来ビジョン」で目指す行

動目標とつながっています。 

  例えば… 

・ 目標実現に向けて，確固たる意志をもちながら，自己の責任において，粘り強く自己

実現に取り組むこと 

・ 激変する社会で，常に学び続ける姿勢をもつとともに，必要な情報を活用しながら

創造的に問題解決すること   など 

●ぜひ，ご活用ください● 

 ・ 言葉が示す意味について考えてください。 

 ・ 座右の銘のように，言葉をそばに置き，子どもの手本としての行動を心がけてください。 

 ・ 家庭等で，子どもと大人が話し合うきっかけとして，ご活用ください。 

うつのみや人づくり推進委員会 

宇都宮地区幼稚園連合会，宇都宮市私立保育園協会，宇都宮市小学校長会，宇都宮市中学校長会，栃木県高等学校長会宇都宮支部，
栃木県私立中学高等学校連合会，国立大学法人宇都宮大学，宇都宮市ＰＴＡ連合会，宇都宮市青少年育成市民会議，陽南中学校おや

じの会，宇都宮市子ども会連合会，宇都宮市体育協会，宇都宮市地域婦人会連絡協議会，宇都宮市社会教育委員の会議，城東小学校
魅力ある学校づくり地域協議会，宇都宮商工会議所，東京電力パワーグリッド株式会社栃木総支社，一般社団法人清原工業団地総合
管理協会，株式会社下野新聞社，株式会社エフエム栃木，宇都宮市，宇都宮市教育委員会 

お問い合せ先（うつのみや人づくり推進委員会事務局） 

うつのみや人づくり推進委員会事務局（宇都宮市教育委員会教育企画課内） 電話 028-632-2707 

【大人の行動規範】 
 
資料３ 



【大人の行動規範】            

『 子どもの手本となる５０の言葉 』 

 
 

～特に意識したい言葉～ 

このほか，記載のない言葉の中にも，子どもの手本として意識すべき言葉があります。５０の言葉を含め，自分の言葉を探してみてください。 

雨垂れ石をうがつ 千里の道も一歩から
（あまだれいしをうがつ） （せんりのみちもいっぽから）

過ちては即ち改むるに憚ること勿れ 惻隠の心は，仁の端なり
（あやまちてはすなわちあらたむるにはばかることなかれ） （そくいんのこころは，じんのたんなり）

案ずるより産むが易し 備えあれば憂いなし
（あんずるよりうむがやすし） （そなえあればうれいなし）

石の上にも三年 玉磨かざれば光なし
（いしのうえにもさんねん） （たまみがかざればひかりなし）

一隅を照らす ちりも積もれば山となる
（いちぐうをてらす） （ちりもつもればやまとなる）

一期一会 鉄は熱いうちに打て
（いちごいちえ） （てつはあついうちにうて）

一寸の虫にも五分の魂 努力する人は希望を語り怠ける人は不満を語る
（いっすんのむしにもごぶのたましい） （どりょくするひとはきぼうをかたりなまけるひとはふまんをかたる）

縁の下の力持ち 情けは人のためならず
（えんのしたのちからもち） （なさけはひとのためならず）

己の欲せざる所，人に施すこと勿れ 為せば成る　為さねば成らぬ何事も　成らぬは人の為さぬ
なりけり

（おのれのほっせざるところ，ひとにほどこすことなかれ） （なせばなる　なさねばならぬなにごとも　ならぬはひとのなさぬなりけり）

思い立つ日を吉日 七転び八起き
（おもいたつひをきちじつ） （ななころびやおき）

学問に王道なし 人寸陰を惜しまば，われ分陰を惜しまん
（がくもんにおうどうなし） （ひとすんいんをおしまば，われふんいんをおしまん）

艱難汝を玉にす 人のふり見てわがふり直せ
（かんなんなんじをたまにす） （ひとのふりみてわがふりなおせ）

聞くは一時の恥　聞かぬは一生の恥 百聞は一見にしかず
（きくはいっときのはじ　きかぬはいっしょうのはじ） （ひゃくぶんはいっけんにしかず）

義を見てせざるは勇無きなり 故きを温ねて新しきを知る
（ぎをみてせざるはゆうなきなり） （ふるきをたずねてあたらしきをしる）

勤勉は成功の母 実るほど頭を垂れる稲穂かな
（きんべんはせいこうのはは） （みのるほどこうべをたれるいなほかな）

君子の交わりは淡きこと水の如し 物も言いようで角が立つ
（くんしのまじわりはあわきことみずのごとし） （ものもいいようでかどがたつ）

継続は力なり やって見せ，言って聞かせて，させてみせ，褒めてやらね
ば人は動かじ

（けいぞくはちからなり） （やってみせ，いってきかせて，させてみせ，ほめてやらねばひとはうごかじ）

三人寄れば文殊の知恵 良薬は口に苦し
（さんにんよればもんじゅのちえ） （りょうやくはくちににがし）

若い時の苦労は買ってでもせよ
（わかいときのくろうはかってでもせよ）

親しき中にも礼儀あり わが身をつねって人の痛さを知れ
（したしきなかにもれいぎあり） （わがみをつねってひとのいたさをしれ）

失敗は成功のもと 和顔愛語
（しっぱいはせいこうのもと） （わがんあいご）

正直は一生の宝 禍を転じて福となす
（しょうじきはいっしょうのたから） （わざわいをてんじてふくとなす）

少年老いやすく学成り難し 笑う門には福来る
（しょうねんおいやすくがくなりがたし） （わらうかどにはふくきたる）

初心忘るべからず 我以外皆我師也
（しょしんわするべからず） （われいがいみなわがしなり）

人事を尽くして天命を待つ 和を以て貴しとなす
（じんじをつくしててんめいをまつ） （わをもってとうとしとなす）

しあわせはいつもじぶんのこころがきめる
（相田みつを）
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平成３１年度 社会教育関係団体に対する補助について 

 

 

◎  趣旨 

平成３１年度の社会教育関係団体に対する補助金交付について意見を聴取するもの  

 

 ※本来，自由で自主的な活動を旨とする社会教育関係団体に対し行政が補助金を支

出することによって，団体に対し不当な統制的支配や干渉が加えられることがな

いよう，本補助の目的があくまで団体による社会教育活動の支援であり，団体の

運営そのものに干渉するものではないことを確認していただくもの  

 

 

１ 社会教育関係団体への補助金交付の条件  

   （宇都宮市社会教育関係団体補助金交付要綱による）  

（１）本市に事務所を置き，本市域内で社会教育活動を行っている団体  

（２）営利を目的とせず，会員が自主的に運営している団体  

（３）本市社会教育の振興に寄与すると認められる事業を行う団体  

 

２ 社会教育関係団体への補助金に関する関係法令  

○社会教育法第１３条  

「国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合

には，あらかじめ，国にあつては文部科学大臣が審議会等で政令で定めるものの，

地方公共団体にあっては教育委員会が社会教育委員の会議（社会教育委員が置かれ

ていない場合には，条例で定めるところにより社会教育に係る補助金の交付に関す

る事項を調査審議する審議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行わなければ

ならない。」  

 

 ３ 平成３１年度交付予定団体  

    ・宇都宮市子ども会連合会  

    ・宇都宮市ＰＴＡ連合会  

    ・宇都宮市地域婦人会連絡協議会  

    ・宇都宮市文化協会  

資料４ 
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 ３０年度 社会教育関係団体の概要及び補助金額 
 

（生涯学習課補助）          （生涯学習課補助）        №１ 
 

団 体 名             宇都宮市子ども会連合会 宇都宮市ＰＴＡ連合会 

代 表 者 名             山 口 康 夫 福 田 治 久 

事 務 局             

 宇都宮市天神１－１－２４ 

 宇都宮市教育センター内 

 （TEL６３２－１１５５） 

 宇都宮市天神１－１－２４ 

 宇都宮市教育センター内 

 （TEL６３２－７８５６） 

会 員 数             
子ども会員   約２５，２００名 
育成者，指導者 約１２，６００名 約３８，０００名 

目 的             

各地区子ども会育成会連絡協議会（地

区子連）相互の連携を強化し，各地区子

ども会活動の活性化に努め，もって次代

を担う青少年の健全育成に寄与する。 

単位ＰＴＡ相互の連絡と協力による児

童・生徒の健全な育成，各ＰＴＡ組織の

さらなる発展等の共通目的の達成を目指

す。 

３０年度の 

補助対象事業 

 ○指導者育成者研修会（年３回） 

○宇都宮リーダースクラブ（高校生）

の育成強化  

 ○地区子連活動の助成 

○校長・会長研修会 

 ○指導者研修会 

 ○単位ＰＴＡ研修補助 

○ブロック活動 

○常置委員会の活動 

（組織運営委員会・広報委員会・生活指

導委員会・研修委員会・保健体育委員

会・学年学級委員会） 

○市Ｐ連新聞発行（年２回） 

 ○文化活動 

  

  ○調査・研究活動 

 ○文化活動 

備 考             

類似団体 

・青少年育成市民会議 

青少年の健全育成を図るため市と共

催で事業を実施。３９地区青少年育

成会と２６団体で構成。 

（子ども未来課所管） 

  

３ ０ 年 度 

市 補 助 額 
１，１００，０００円   ９５０，０００円 
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（生涯学習課補助）          （文化課補助）          №２ 
 

団 体 名             宇都宮市地域婦人会連絡協議会 宇都宮市文化協会 

代 表 者 名             櫛 渕 澄 江  安 久 都 和 夫 

事 務 局             
 宇都宮市弥生１－７－２ 

 （会長宅 TEL６３６－３８４２） 

宇都宮市旭１－１－５ 

宇都宮市教育委員会文化課内 

（℡６３２－２７４６） 

会 員 数             約４００名 約６００名 

目 的             

市内各単位婦人会の連絡提携を進

め，会員の教養向上と親睦融和を図

り，地域社会の福祉と文化の発展に協

力し，社会教育の振興に努力する。 

芸術及び文化関係者の連絡協調と親睦を

図るとともに，広く市民の参加を求め，本

市文化の向上・振興を目的とする｡ 

３０年度の 

補助対象事業 

 ○会員研修 

○県・市会長研修 

○消費問題学習 

 ○文化祭展示会 

 ○市婦連だよりの発行（年２回） 

 ○各地区婦人会への助成 

・会報発行 

・文化協会誌発行 

・ふれあい文化教室（芸術文化講師派遣事業） 

・うつのみや文化協会まつり 

・スケッチ会 

・夏休み子どもマジック教室 

・大人向けマジック講座 

・文化探訪 

・宇都宮市文化協会会員展 

・栃木県文化振興大会 

・その他の文化事業の実施 

備 考             

類似団体 

・交通安全母の会（生活安心課所管） 

・宇都宮市女性団体連絡協議会 

（男女共同参画課所管） 

各分野で活躍している市内の芸術家を束

ねた団体であり，類似団体は無い｡ 

特に，会員が講師として次代を担う市内

小中学生を対象に，日本の伝統芸能である

邦楽や日本舞踊，和太鼓等の普及啓発を行

う「ふれあい文化教室」や，様々な分野の

芸の披露を一堂に会して行う「うつのみや

文化協会まつり」を積極的に実施してお

り，本市の文化振興に大きく寄与してい

る。 

３ ０ 年 度 

市 補 助 額 
  ３８８，０００円 １，８２０，０００円 

 


